
岡崎市環境保全型農業直接支払交付金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律

（平成26年法律第78号）第３条第３項第３号の規定に基づき、自然環境の

保全に資する農業の生産方式を導入した農業生産活動の実施を推進するた

め、農業者の組織する団体等に対して予算の範囲内で交付する岡崎市環境

保全型農業直接支払交付金（以下「交付金」という。）について、必要な

事項を定めるものである。

（規則等との関係）

第２条 交付金の交付に関する事務は、この要綱に定めるもののほか、次に

定めるところによるものとする。

⑴ 環境保全型農業直接支払交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け

３農産第3817号。以下「国の要綱」という。）

⑵ 環境保全型農業直接支払交付金実施要領（平成23年４月１日付け22生

産第10954号。以下「国の要領」という。）

⑶ 農業改良普及対策事業補助金交付要綱（以下「県の要綱」という。） 

⑷ 愛知県補助金等交付規則（昭和55年愛知県規則第８号） 

⑸ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第

179号）

⑹ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政

令第255号）

⑺ 岡崎市市費補助金等に関する規則（昭和34年岡崎市規則第３号） 

（交付対象者）

第３条 交付金の交付対象者は、以下に掲げる者とする。

⑴ 農業者の組織する団体

農業者（法人を含む。以下同じ。）の組織する団体（以下「農業者団

体」という。）は、国の要領第１の１に定める任意組織であって、国の

要綱別紙第１の４に定める農業生産活動等（以下「対象活動」という。）

に取り組む農業者を２戸以上含むものとする。

⑵ 農業者 

農業者は、国の要領第１の２に掲げる農業者で、市長が特に認める者

とする。

（支援の対象となる農業者の要件）

第４条 交付金の支援対象者は、国の要領第２に定める交付金の支援対象と



なる農業者又は農業者団体の構成員（以下「支援対象農業者」という。）

とする。

（支援対象取組）

第５条 支援の対象活動の取組は、農業者団体等が行う地球温暖化防止、生

物多様性保全等に資する次の⑴から⑼までに掲げる取組又は⑽に掲げる活

動とする。

⑴ 化学肥料及び化学合成農薬の使用を地域慣行レベルから原則として５

割以上低減する活動とカバークロップ（緑肥の作付け）を組み合わせた

取組

⑵ 化学肥料及び化学合成農薬の使用を地域慣行レベルから原則として５

割以上低減する活動と炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全に資する施用

を組み合わせた取組

⑶ 化学肥料及び化学合成農薬の使用を地域慣行レベルから原則として５

割以上低減する活動と草生栽培（緑肥の作付け）を組み合わせた取組

⑷  有機農業（化学肥料及び化学合成農薬を使用しない農業）の取組 

⑸  化学肥料及び化学合成農薬の使用を地域慣行レベルから原則として５

割以上低減する活動とリビングマルチ（緑肥の作付け）を組み合わせた

取組

⑹  化学肥料及び化学合成農薬の使用を地域慣行レベルから原則として５

割以上低減する活動と不耕起播種を組み合わせた取組

⑺  化学肥料及び化学合成農薬の使用を地域慣行レベルから原則として５

割以上低減する活動と長期中干しを組み合わせた取組

⑻ 化学肥料及び化学合成農薬の使用を地域慣行レベルから原則として５

割以上低減する活動と秋耕を組み合わせた取組

⑼ その他愛知県知事が特に必要と認める取組（以下「地域特認取組」と

いう。）

⑽ 有機農業の取組の拡大に向けた活動（以下「取組拡大加算」という。） 

（事業要件）

第６条 全ての支援対象農業者は、前条に定める支援対象取組を実施すると

ともに、国の要領第３に掲げる、環境保全型農業の取組を拡げるための推

進活動のうち、いずれか一つ以上を実施することとする。なお、農業者団

体は、原則として共通の活動を選択し実施することとする。

（交付金の額の算定）

第７条 交付金の額は、支援対象取組の交付単価に実施面積を乗じて算出す

るものとし、対象取組に係る面積10アール当たりの交付単価は、次に掲げ



る表の額とする。ただし、県の要綱による交付額の調整が行われた場合は、

市長は市の交付額の調整を行う。

10アール当たりの交付単価

対象取組 交付単価

カバークロップ 6,000円

炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全に資する施用 4,400円

草生栽培 5,000円

有機農業

このうち炭素貯留効果の高い有機農業を実施する

場合（注１）に限り、2,000円を加算。

（そば、あわ、ひえ、きび及び飼料作物）

12,000円

（3,000円）

リビングマルチ

（小麦・大麦・イタリアンライグラス）

5,400円

（3,200円）

不耕起播種（主作物が麦（小麦、二条大麦、六条

大麦、はだか麦）又は大豆）
3,000円

長期中干し（14日以上の中干しを実施する取組） 800円

秋耕（水稲の収穫後、秋季に耕うんする取組） 800円

地域特認取組
愛知県知事が

定める単価

取組拡大加算（注２） 4,000円

（注１）土壌診断を実施するとともに、炭素貯留効果の高い堆肥の水質保

全に資する施用、カバークロップ、リビングマルチ又は草生栽培のいずれ

か１つ以上を実施する場合

（注２）有機農業（そば、あわ、ひえ、きび及び飼料作物以外の作物に関

するもの）に新たに取組む農業者の受入れ・定着に向けて、栽培技術の指

導等の活動を実施する場合

（申請手続）

第８条 交付金の交付の申請は、様式第１号の岡崎市環境保全型農業直接支

払交付金交付申請書によるものとする。

（交付決定の通知）

第９条 市長は、交付金の交付の決定をしたときは、交付金の交付の申請を



した者にその旨を文書で通知するものとする。

２ 前項の通知には、交付金を交付するに当たっての必要な条件を付するこ

とができるものとする。

（申請の取下げ）

第10条 交付金の交付の決定を受けた者は、当該決定の内容又はこれに付さ

れた条件に不服があるときは、交付の決定の通知を受けた日から起算して

15日以内に交付金の交付の申請を取り下げることができるものとする。

（事業内容の変更承認）

第11条 交付金の交付の決定を受けた者が当該決定に係る事業の計画を変更

しようとするときは、あらかじめ様式第２号の岡崎市環境保全型農業直接

支払交付金変更承認申請書を提出し、市長の承認を得なければならないも

のとする。

（着手届の提出等）

第12条 市長は、交付金の交付事務に関連して必要があると認めるときは、

交付金の交付の決定を受けた者に対して事業着手届の提出を求めることが

できるものとする。

２ 交付金の交付の決定を受けた者は、当該決定に係る事業を計画期間内に

完了できないと見込まれる場合は、その理由及び事業遂行状況を市長に報

告し、必要な指示を受けなければならないものとする。

（遂行状況の報告）

第13条 市長は、交付金の交付事務に関連して必要があると認める場合は、

交付金の交付の決定を受けた者に対し、様式第３号の岡崎市環境保全型農

業直接支払交付金遂行状況報告書の提出を求めることができるものとする。

（実績報告）

第14条 交付金の交付の決定を受けた者は、事業を完了したときは、速やか

に様式第４号の岡崎市環境保全型農業直接支払交付金実績報告書に市長が

必要と認める書類を添えて事業の実績を報告しなければならない。交付金

の交付の決定に係る市の会計年度が終了したときも、また、同様とする。

（交付金の額の確定）

第15条 市長は、前条の規定により事業の実績の報告を受けた場合において

は、実績報告書の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告

に係る事業の成果が交付金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適



合するものかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付金の額を確

定し、その旨を交付金の交付の決定を受けた者に通知するものとする。

（交付金の交付）

第16条 交付金は、前条の規定による交付金の額の確定後に、交付金の交付

の決定を受けた者からの請求により交付するものとする。ただし、市長が

必要と認めるときは、その全部又は一部を概算払により交付することがで

きる。

２ 交付金の交付の決定を受けた者は、前項の規定に基づき概算払を受けた

場合は、交付金額の確定後、速やかに交付金を精算しなければならない。

（交付金の返還）

第17条 交付金の交付の決定を受けた者は、国の要領第12に定める交付金の

返還に該当した場合は、交付金の全部又は一部を返還しなければならない

ものとする。

（検査等）

第18条 市長は、交付金の交付事務に関連して必要があると認めるときは、

交付金の交付の決定を受けた者に対して、必要な指示をし、報告を求め、

又は検査をすることができるものとする。

２ 交付金の交付の決定を受けた者は、当該交付の決定に係る事業に関連す

る帳簿類及び証拠書類その他当該事業の実施の経過を記録した書類を整理

し、事業完了年度の翌年度から５年間保存しなければならないものとする。

（補則）

第19条 この要綱に定めるもののほか、交付金の交付に関して必要な事項は、

市長が別に定めるものとする。

附 則

１ この要綱は、平成23年４月１日から施行する。

２ この要綱は、令和７年３月31日限りで、その効力を失う。

附 則

この要綱は、平成25年５月16日から施行し、平成25年４月１日から適用す

る。

附 則

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。



附 則

この要綱は、平成29年12月27日から施行し、平成29年４月１日から適用す

る。

附 則

この要綱は、平成30年４月11日から施行し、平成30年４月１日から適用す

る。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。



（様式第１号）

(※)本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

年度 岡崎市環境保全型農業直接支払交付金交付申請書

年 月 日

（宛先） 岡崎市長

対象取組 取組面積

組織名
代表者名 (※)

交付申請額

年度において、下記のとおり事業を実施したいので、岡崎市環境保全型農業直接支払交付金交付
要綱第８条の規定により、下記のとおり申請します。

記

円

（注1）「カバークロップの取組」は「5割低減の取組とカバークロップ（緑肥の作付け）を組み合わせた
取組」、「堆肥の施用の取組」は「5割低減の取組と炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全に資
する施用を組み合わせた取組」、「長期中干しの取組」は「5割低減の取組と長期中干しを組み
合わせた取組」、「取組拡大加算」は「有機農業の取組の拡大に向けた活動」を示す。

２ 口座情報

（注3）交付申請額は、調整がある場合、調整後の額を記載すること。

a

（注2）面積は、対象取組別に構成員の実施面積を合計して、ａ未満を切り捨てた値を記載すること。

対象取組 取組面積

取組拡大加算 ａ

交付単価 交付申請額

4,000 円 /10a 円

口
座
名
義
欄

フリガナ

口座名義

住所

（〒 444 － ）

愛知
都道
府県 岡崎

市区
町村

電話 ― ― FAX ― ―

支店コード（数字３ケタ） 支店名

交
付
金
の
振
込
口
座

金融機関（ゆうちょ銀行以外）
金融機関コード（数字４ケタ） 金融機関名

フリガナ

□ 通知

預金種別（該当のものにレ印をつけてください） 口座番号（７ケタに満たない場合は、右づめで記入）

□ 普通 □ 当座 □ 別段

フリガナ

ゆうちょ銀行
記号（６ケタ目がある場合は※部分に記入） 番号（右づめで記入）

0

漢字

口座名義人

合計

（1） 環境保全型農業直接支払交付金に係る事業計画書（別紙１）

※

漢字

1

３ 添付書類

1
口座名義人

円

円

円

１ 交付金交付申請額

a

a

交付単価

カバークロップの取組 ａ

長期中干しの取組

堆肥の施用の取組 a 4,400 円 /10a 円

有機農業の取組（炭素貯留効果の

高い有機農業を実施する場合は除く。）

/10a6,000 円

800 円

円

/10a

/10a

a 12,000 円 /10a 円

有機農業の取組（炭素貯留効果の

高い有機農業を実施する場合。）
a 14,000 円 /10a 円



（別紙１）

組織名

農業が地球温暖化防止、生物多様性保全等に積極的に貢献できるよう、環境保全に効果の高い営農活動の推進を図るため。

合計（a）

自然環境の保全に資する農業の生産方式を導入した農業生産活動の技術向上に関する活動として、先駆的農業者等による技術指導の機会を確保する。

環境保全型農業直接支払交付金に係る事業計画書

1.事業の目的

２．事業の内容

（１）自然環境の保全に資する農業の生産方式を導入した農業生産活動及び構成員別実施面積

（２）自然環境の保全に資する農業の生産方式を導入した農業生産活動の実施を推進するための活動の内容

備考
対象取組
（内容）

化学肥料及び化学合成農薬を
５割以上低減する活動（作物名）氏名

実施面積
（a）



（様式第２号）

(※)本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

年 月 日付け岡崎市指令 第 号で岡崎市環境保全型農業直接支払交付金の交付決定が
あった事業について、下記のとおり計画を変更し〔金 円の追加交付（減額承認）を受け]たいので、岡崎市
環境保全型農業直接支払交付金交付要綱第11条の規定により、下記のとおり申請します。
なお、事業の内容等は、別添の活動計画書のとおりです。

記

１ 変更後の市費補助金等の額

２ 計画変更の理由

３ 計画変更の内容

岡崎市環境保全型農業直接支払交付金変更承認申請書

年 月 日

（宛先） 岡崎市長

住所
組織名
代表者名 (※)



（様式第３号）

(※)本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

岡崎市環境保全型農業直接支払交付金遂行状況報告書

年 月 日

（宛先） 岡崎市長

住所
組織名
代表者名

年 月 日付け岡崎市指令 第 号で岡崎市環境保全型農業直接支払交付金の交付決定が
あった事業について、岡崎市環境保全型農業直接支払交付金交付要綱第13条の規定により、下記のとお
り報告します。

記

１ 報告の内容

(※)



（様式第４号）

（宛先） 岡崎市長

組織名

代表者名 (※)
(※)本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

１．交付金交付実績額

（注2）面積は、対象取組別に構成員の実施面積を合計して、a未満を切り捨てた値を記載すること。

（注3）交付額は、調整がある場合、調整後の額を記載すること。

２．添付書類

（1）営農活動実績報告書

（2）環境保全型農業直接支払交付金の支出内容（別紙２）

円

/10a

/10a

/10aa

有機農業の取組（炭素貯留効果の高い有機農業を実施
する場合を除く。）

a

円ａ合計

（注1）「カバークロップの取組」は「5割低減の取組とカバークロップ（緑肥の作付け）を組み合わせた
取組」、「堆肥の施用の取組」は「5割低減の取組と炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全に資
する施用を組み合わせた取組」、「長期中干しの取組」は「5割低減の取組と長期中干しを組み
合わせた取組」、「取組拡大加算」は「有機農業の取組の拡大に向けた活動」を示す。

交付額

円

/10a6,000 円

4,400 円

800 円

12,000 円/10a 円

14,000 円/10a 円

円

円

円

年 月 日

カバークロップの取組 a

年度 岡崎市環境保全型農業直接支払交付金実績報告書

記

年度において、下記のとおり実施したので、岡崎市環境保全型農業直接支払交付金交付要綱第１４
条の規定により、下記のとおり報告します。
また、併せて精算額として下記のとおり補助金等の交付を請求します。

交付単価 交付額対象取組 実施面積

堆肥の施用の取組 a

長期中干しの取組 a

4,000 円

有機農業の取組（炭素貯留効果の高い有機農業を実施
する場合。）

a

/10a 円

対象取組 実施面積

取組拡大加算 a

交付単価



（別紙２）

組織名：

市町村からの交付金額

年度 環境保全型農業直接支払交付金の支出内容

支出費目
収入
（円）

支出
（円）

内容

構成員へ配分

推進活動に係る経費

団体の事務運営に係る経費
等

合計
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